





























本稿では、 l960年代から今日に至る清涼飲料ビジネスの特質を、 個別企業の観点ではなく、 製
品市場というマクロの観点から描き出す。 すなわち l972(昭和47)年以降ほぼ隔年ペースで刊行さ
れてきた(株)  日刊経済通信社調査部「酒類食品産業の生産・販売シェア一需給の動向と価格変動」
(以下、「酒類食品産業の生産・販売シェア」 と略記) に掲載されたデータを用いて'、 l960年代・70年代・
' 〒980-8511 仙台市青葉区土極l丁目3-l E-mail;takatoshi@tscc.tohoku-gakuin.ac.jp
製品市場動向を分析するために使える資料としては、本稿で用いる日刊経済通信社調査部「酒類食品産業の
生産・販売シ ;,ア一需始の動向と価格変動」 (以下、日刊経済通信社 「酒類食品慶業の生慶・ 販売シェ. ア」 と略記) のほ















反 映 す る こ と に な る だ ろ う。 もちろん、時間の流れの1点ないし数点だけに注目し厳密な計量分




構成を俯瞰し、 その間に生じた変化をかいつまんで描写する。 次いで2節では、 それら2時点の
静止画を動画へ と転換していくために、1960年代 ・70年代 ・80年代 ・ 90年代それぞれの清涼飲
料市場の動向をやや細かく分析し、 市場変化の有り様とそれら変化の引き金となった出来事を明
らかにする。そこでは、1960年代に急伸をみせた炭酸飲料が時代の経過とともに徐々に衰退して
いく 一方で、缶 コ ー ヒ ーや茶系ドリンクなどの新分野飲料が新たに台頭してくるという、 いわゆ
る製品多様化の流れが析出される。 さ ら に 3節では、 米国や欧州など諸外国の清涼飲料市場の分
析を通じて、わが国清涼飲料ビジネ スの特異な事業特性2 として、製品多様化ならびに多極的競争
が集計したデータに依拠して編器されていた。 ちなみに 1980年代後半から 1990年代前半までの清涼飲料
の新製品投入における企業行動の同質性を析出した淺羽茂「日本企業の競争原理一 同質的行動の実証分析」東
洋経済新報社、2002年、第4章では、 「Beverage Japan」のデータが使われていた。 「Beverage Japan」に
掲iatされている 「消涼飲料市場総括と戦略」における 「分野別会社別新発売品一覧」 (Beverage Japan社調) の
デ ー タは、非常に興味深い。ちなみに清涼飲料市場の規棋を集計するために生産量と販売量の中間指標とし
て 「移出量」 が用いられる場合もあるが、 それは工場から出荷された数量を指し、 と り わ け ビー ル・洋酒系
の清涼飲料会社が音の名残で使用していることが多いという。 .




と空間とによって形づくられた背景や コンテクストの下で生成・発展するものであり、 それゅえ、 ビジネス




2頁より引用。 また村山貴俊 「清1llil飲料ビジネスの多様化傾向に関する一考察 一 ビ ジ ネ ス ・ プ レ ー ヤーの異業
fli参入行動を中心にして」 「東北学院大学論集経済学」 第157号、2004年12月、41- l52頁 (以下、「清源飲料ビジ








が、 シェアと過去l0年の成長率の両指標で他飲料を寄せつけず、 同時代の清涼飲料の 「花形」
(Stars) として位置していた。 一方、 果実飲料は、 成長力を欠き、 またシェア・生産規模もそれほ
ど 大 き く な く 、 い わ ゆ る 「負け犬」 (Dogs) のセルに位置していた。乳性飲料も、成長率・シェア
がともに低く、果実飲料とほぼ同じ位置づけであった。小;理, ド リ ン ク 、 ミ ネ ラ ル ウ ォ ー ター、 粉
末飲料などで構成されるその他飲料は、ほかの飲料に比してシェアは低いものの成長率は高く、い
わゆる「問題児」 (Question Marks) のセルに位置してぉり、 将来に向けての成長可能性を示すと同
時に、 それを花形に押し上げていくための方策の必要性、 例えば新製品の投入、 宣伝広告活動や
販売促進活動の更なる活発化を訴えていた。
次に、図表l (b )として描かれている2000 (平成12) 年時点の製品構成に日を向けると、1960
年代とは幾つかの違いが確認できる。 まずl960年代の花形であった炭酸飲料は、成長率・シェア





500% 台の成長率はl990 (平成2) 年̃9 l (平成3) 年にかけて同飲料分野の集計方法が大きく変更
されたことで可能になった数値であり、 もって乳性飲料の高い伸びについては割り引いて捉えて
おく必要があった。 仮に乳性飲料を除いて作図したとすれば、 新分野飲料が花形のセルに位置す
ることは明らかである。 また同じく集計方法の変更がみられたトマトジュース ・ ト マ ト &野菜
ジュースも新分野飲料に次ぐ成長率を記録していたものの、シェアと生産規模は1960年代と同じ
く小さいままであった。乳性飲料の500% 台を除けば、新分野飲料やトマトジュー ス ・ ト マ ト &
野菜ジュースの成長率はいずれも2桁台、 さらに炭酸飲料と果実飲料はマイナス成長になってぉ
り、 これらのことから清涼飲料市場全体の成長率の鈍化が進んでいたことが分かる。




3 原資料では 「年度」 となっているが、年度の区切りが1̃ l 2月であることから、 ここでは年度でなく 「年」




















































i実般料.-l●,1ll姐飲料. . . -.




(出所) 日刊経済通信社 「酒類食品産業の生産・販売シェア一需総動向と価格変動」 昭
和47年度版および平成l3年度版に基づき著者作成。
わが国iS i象飲料ビジネスにおける事業特性の形成に ついて
2000 (平成12)年時点の新分野飲料内部の様相を、 更に細かく描出したものが図表1 (c) である。
多くの飲料がシェア・成長率ともに1牙えず負け犬のセルに位置していたが、コー ヒ ー ド リ ン ク 、 日



















図表2は、l960 (昭和35) 年̃69 (昭和44)年までのl0年間における清涼飲料の年次別生産量と
その成長率 (対l960年比)を、数量ペース (単位はk,e) と 金 額 ベース (単位はl00万円) で集計したも
のである。 まず清涼飲料市場全体では数量ペース =349%、 金額ベー ス =618%の成長を記録して
おり、 とりわけl965 (昭和40) 年以降の伸びが頭著であることが1aえる。また金額ベースの伸びが
数量ペースを大きく上回つていたことから、 市場の数量的拡大と同時に価格上昇が進んでいたこ
とが読みとれる。 次いで、 炭酸飲料、 果実飲料、乳性飲料、 その他の飲料という中分類からみた
市場動向を確認する。 数量ペースでみると、 集計が開始された1960 (昭和35)年時点では果実飲料
の規模が最も大きくなっていたが、 翌61 (昭和36)年には炭酸飲料が果実飲料を抜き去りそれ以降
は大差をつけていった。 金額ベー スでみると、 果実飲料と炭酸飲料の順位の逆転がやや遅れて
1964 (昭和39)年となり、 このことから炭酸飲料に比ぺて果実飲料が幾分高価な飲み物であったこ










































































段酸飲料小9t 19l.984 224.527 26l.378 298.84‘l 407.833 474.500 596.500 857,000 l.088.000 !.・l55.500























































果実lll1料小;計 !98.540 22l.048 23l.!00 243.800 268.300 266.600 289.000 330.000 354.000 ・l06.000
a厚a.性飲料
ミルク:!-!:- ・フ':ーツミルクlt l4.80072.000 20.0008!.000 25.000!00.000 32,500120.000 36.000l40.0l)0 38.000l40000 46.000l50.000 58.000l60.000 66.l)00l60.000 85.000!70.000
乳性飲料小計 86.800 10l.000 125.000 152.500 l76.000 178.000 l96.000 2l8.000 226.000 255,000
小 場 ド リ ン ク
ミ ネ ラ ル ウ ォ ー タ ー
粉末飲料




その他飲料小針 3.060 3600 5.・l00 l3.000 22.1l0 24.948
浦源飲料合9t 477.324 546.575 6l7.478 695,l44 855.193 922.700 l.086.900 1.・ll8.000 l.690.110 2.la.448
(l960年ないし l964年比)









































浦源lllll料合計 0 % t5% 29% 46% 79% 93% l28% !97% 254% 349%
(昭和4o) 年以降の炭酸飲料の急伸と して要約されよ う。 果実飲料に代わり炭酸飲料が清涼飲料の
主役へと躍り出て、 それ以降、 清涼飲料市場全体を率引する力となっていった。
次いで、 ラムネ、 サ イ ダ ー、 コ ーラ等、 さらに細かな品日別でみた市場動向についても確認し
ておきたい。 これによって同時代に主役となった炭酸飲料のなかでも、 どの品目の成長が頭著で
あったのかが明らかになる。 l960 (昭和35) 年時点の数字をみると、 数量・金額ペースいずれに関
しても、第l位サイダー、第2位ラムネとなってぉり、  いわゆる透明炭酸飲料が上位を占めてい





図表2 l960年代における清涼飲料の生産量と成長率 (l96o-69年) (つづ 11l )
(!00万円)
品目、、年 l960年 196l年 l962年 l963年 l964年 l96o年 l966年 l967年 l968年 l969年
ラ ム ネ

























































































































果実飲料小計 l9.739.945 2l.887.357 22.9ll.09l 24.338.275 28880.953 28.945.600 30,78!.l56 35.077.・l22 4!.938.l)00 48.653.600
a厚a性飲料
ミ・1 '- --・フ~ーツ.t1 - 4.39l.0443.400.000 :).927.9003.808.000 7.409.8864.683.8・l0 9.ll40.0605.620.608 l l.9・l3.l287.780.000 l lL203.l008.944.400 l7.501.6949.583.280 22.06t223l l.377.767 25.105.l)ll0!2.l)00.000 32.320.600l 2.744.000
乳性飲料小計 7.79l.044 9.735.900 l2.093.726 l4.660.668 l9.ll3.l28 23.l47.500 27.084.974 33440.990 37.105.000 45.064.600
















10.720.0002,333.000 4.083.000 7.292.l;l l0 l0.353.000
その他飲料小計 2.333.000 4.083.000 7.292.000 l0.353.000 l5.200.000 15,790000 !6.200.000 20.l 8ll.000 23.474.000 21.958.000
清源成料合9t 38,949.896 47.037.409:)7. l4 l.47l 68.996.480 93.423.790 l07,004.‘l84 l27.537.373 、lil;、')a'l〇t・,、9m、tm、279,722.100
( l 9e0年比)













































清流欲料合計 o% 2 l % 47% 77% l40% l75% 227% 327% 445% 6l8%
( 注 l )  粉末飲料はトン表示のため数:litベー スの数値を記載していない。
(注2) 金額ベースの集計整準は、 l960年代のみl,000円単位となっている。 他の期間の集計基準がl00万円単位
となっているので、 1960年代の数値をl00万円に換算した。 そのため小数点第3位まで数値が記されてい
るo
(出所) 日刊経済通信社 「酒類食品産業の生産・販売シェア」 昭和47年度版に基づき著者作成。
小飲料 (数量ベース =6,000ke、金額ベー ス =7億2,355万円)にすぎなかった。すなわちこの時点でコー
ラ飲料の生産量は、 サ イ ダ ーのl6分の1程度の規模しかなかったのである。しかしその後、コー
ラ飲料が急速な成長を遂げたことは図表2 に示されている通りである。 金額ベースでl962 (昭和
37)年にラムネ、1963 (昭和38)年にサイダーを抜き、 さらに数量ベースでもl963 (昭和38)年にラ
ムネ、 l966 (昭和39) 年にサイダーを抜き去り、 それ以降、 ほかの飲料に差をつけ市場リ ーダーと
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しての地位を不動のものに していった。 また コーラ飲料と軌を一に してフレーバ一系炭酸飲料も
成長をみせ、金額ベースでl966(昭和4l)年、数量ベースで1969(昭和44)年にサイダー・を抜き、 コー
ラ飲料に次ぐ第2位の炭酸飲料へと躍進した。
さて1960年代半ばからのコーラ飲料とフレーバ一系炭酸飲料の急伸の原動力がコ カ ・コー ラ
社、ぺプシ コーラ社によるボトリング会社の設立にあったことはいうまでもない。と り わ け コ カ・
コーラ グループでは、 ボトリング会社の設立が急ピッチで進められていった。l956(昭和3l)年11
月に設立されたわが国最初のコ カ ・コー ラ ボ ト ラー・東京飲料 (後に東京コ カ ・コー ラ ポ ト リ ン グ に
社名変更)から約4年を経て、2番手ボトラー・近畿飲料(近設コカ・コー ラ ポ ト リ ン グ に 社 名 変 更 ) が
1960 (昭和35)年9月に設立された4。 この近畿飲料の設立が弾みとなり、 ポトリング会社の設立が
加速した。そして1963 (昭和38)年8月に最後発ボトラー・三国飲料(三国コ カ・コー ラ ポ ト リ ン グ に
社名変更)が設立されるまでの僅か3年という短い期間で、 日本全土を網羅できる生産・販売体制
が構築されたのであるS。 ちなみにフレーバ一系炭酸飲料は、 金額ベースで1960 (昭和35)年、 数
量ペースで1961 (昭和36)年まで、コーラ飲料を上回つていた。例えば、東京コ カ・コー ラ ボ ト
リングの設立当初の販売状況をみると、思うように拡販できないコ カ ・コーラに代わって初期の
売上げを下支えしていたのはフレーバ一系炭酸飲料・ ファンタであった。 コ カ ・コーラに対する
販売規制の存在も確かに売上停滞の1つの原因であったが、 消費者心理の間題も大きかったとい
われている。 すなわち、 コ カ ・ コー ラの奇抜な味と色が日本の消費者にはなかなか受け入れられ
なかったのに対し、 ファンタは果実飲料のイメージに近いことから比較的抵抗なく飲めたからだ
と い う 6o
一方、 国内系飲料を取り巻く状況はどうなっていたのかといえば、 ラムネとサイダーとでは対
' 近畿飲料設立によって、 日本のテリ ト リ 一分割方法として、1テリ トリーを複数県とすることが定まったと
さ れ る。
S この間、コーラ原波輪入のための外貨割当規制が、1960 (昭和35)年l0月にはAFA制 (automatic foreign




6 例えば日本コ カ ・コーラ社の社史には、「コ カ ・コーラをようやく販売開始した東京飲料は、制約条件に加
え、 主要なマー ケ ッ  トである駐留軍が年を追つて結小したので、 その営業状態は極めて厳しい状況であっ
た。 このような状況を打開するため、当社(日本コ カ・コーラ社)は、ファンタの原波を東京飲料へ供給するこ
とによって、民間市場に向けて進出を図ることとなった。 ファンタは、ドイツのコ カ ・コー ラ リ ー ジ ョ ン
が第2次大戦中、コ カ・コーラの製造中断という状況の中で、その代替商品として考え出された製品である。




その導入に際しては、ザ カ ン パニーの製品からl5種類ぐらいに のぼる製品を選択し、日本市場にもっとも
適合すると思われる製品を絞り込んでいき、最終的に3種類のフレーバーを選び出した。ファンタの原材料
は、 コ カ・コーラの原波を輪入する場合と違つて、国内で調達できたので外貨割当ての許可申請というむず
かしい手続きは不要であった。 コ カ・コーラの販売が厳しい制限下にあって、 ファンタについては、販売の
制約がなかったので、 この製品の果たした役割には大なるものがあった」 と記されている。 日本コ カ・コー
ラ株式会社社史編算委員会 「愛されて30年」 同社、l987年、39-40買。 た だ し 〔  〕内は華者加筆。
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照的な動きが確認できた。 三ツ矢サイダー ( ア サ ヒ ) 、  キ リ ン レ モ ン ( キ リ ン ) 、  リ ボ ン シ ト ロ ン ( サ ッ
ポ ロ ) と い う ビール会社3銘柄で50% 以上のシェアを占有していたサイダーは7、 コ ーラ飲料やフ
レー バ一系炭酸飲料ほどの勢いはみられなかったが、 順調な伸びを毎年記録し、 清涼飲料市場の
拡大に資する1つの力となった。 つまりビール大手3社は、終戦直後には外国系コ ー ラ飲料輸入
への反対運動の旗手になっていたにもかかわらず(日本果汁協会のバツクに ついていたとされる)、  結果
からみれば米国清涼飲料会社の日本参入によって引き起こされた炭酸飲料市場の拡大の流れにう
ま く 便 乗 し た と い え よ う 8。
他方、 中小企業主導で生産されていたラムネは、 数量ベー スで1961 (昭和36)年、 金額ベースで








さて、 コ ー ラ飲料輸入に対するいま1つの反対勢力をなしていた果実飲料業者も、 ラムネ業者
と 同 じ く 、  コ ーラ飲料やフレーバ一系炭酸飲料の躍進の脅威に晒されていたと思われる。 しかし
果実飲料は、 主役の座を炭酸飲料に奪われたものの、 緩やかなペース (数量ベー ス=104%、金額ぺ一
ス =146%)で市場を拡大させることに成功していた。果実飲料のなかでも比較的好調な伸びをみせ
て い た の が ス ト レ ー ト ジ ュースである。ストレー ト ジ ュ ー ス市場では、1960(昭和35)年時点で、第
7 サ イ ダーの集計基準は移出量である。 ちなみに移出量一,出荷量と理解できる。
8 実をいうと、反対運動の旗手になっていたビール各社は、コーラ原液輸入が認可されると、他社に遅れをと
るまいと日本市場への米国 コ ー ラ飲料の導入に通進していった。 戲酸麦酒はコ カ ・コー ラ ポ ト ラ ー 、 朝 日
麦酒の山本為三郎氏はぺプシ コ ー ラ ポ ト ラ ーにそれぞれ出資してぃった。 ま た 、 寿 屋 ( 現 、 サ ン ト リ ー) は 米
国第3のコー ラ 飲 料 で あ る ロ イ ヤ ル ク ラ ウ ン コ ー ラの生産・販売を手掛け、 日 本 麦 酒 ( 現 、 サ ッ ポ ロ ビ ー ル ) は
自社開発のリポン コ ー ラ と 米 国 カ ナ ダ ド ラ イ コ ーラの両方を手掛けた。朝日麦酒は、コ ー ラ飲料の導入以前
に米国バヤリース オ レ ン ジ と ウ キ ル キ ン ソ ン タ ン サ ン の 日 本 で の 販 売 を ぉ こ な っ て い た と い う こ と か ら 、
反対通動の旗手であったのと同時に、外国清涼飲料の日本導入の先駆者にもなっていたのである。な ぉ ビ ー
ル・洋酒各社による米国清涼飲料の日本市場導入の詳細については、 村山「1l資涼飲料ビジネスの多様化傾向」
を参照されたい。
9 例えば、 日刊経済通信社調査部は、 1972 (昭和47)年時点で、 ラムネの生産規模縮小の原因とその展望に関し
て 「ラムネは、昭和36年度の4万5,0l6k」e をピー クに年々下降線をたどり、40年度で3万3,000 ke (指数










1位に武田食品工業 「プ ラ ッ シ ー」''、 第2位に朝日麦酒が日本での一手販売権を獲得した 「バヤ
リース」 (ゼネラルフーズ社が商標所有)'2、 第3位に日本麦酒(現、 サッポロビール) 「リポンジュース」、




長率で、 かくも開きが生じるのは何故であろう。 これは、 乳性飲料のカテゴリ ーに含まれている













となったのが、 コ カ・コーラ社やぺプシ コーラ社など米国清涼飲料会社の対日進出の本格化と、そ
の後の生産・販売網の急速な整備にほかならなかった。 しかし、 コ カ ・ コーラ社とぺプシコーラ
社を米国清涼飲料会社の躍進として一括りに表記することには、いささか間題が認められよう。な
ぜならアメリカ市場での両社の互角の戦いとは異なり、 日本市場における コ カ ・コーラ社とぺプ
シ コーラ社の競争力の差は余りにも歴然としてぉり、 両社の間には実質的な競争関係が存立して
おらず、すなわち、戦後わが国清涼飲料ビジネ スの形成を圧倒的な力で率引していった コ カ・コー
ラ 、  それに大きな遅れをとったぺプシ コーラという構図がそこには認められたのである。




l二 バ ヤ リ ー スは、米国ゼネラルフーズ社のバヤリース部門が商標を所有し、ウキルキンソンタンサン鉱泉佛が
日本での販売ライセンスを持つていた。詳細は、アサヒビール株式会社社史資料室fAsahi 100」同社、1990
年、38-39頁を参照。 その後、アサヒビールは、1980 (昭和55) 年 l l 月 に バ ヤ リ ース、1983 (昭和58) 年 l 月
にウキルキンソンの商標権を取得し、それ以降、販売だけでなく生産も手がけた。アサヒビール株式会社「有
価証券報告書」、 l999年12月版に掲載されている年表を参照。






l970年代を迎え日本のマクロ経済状況は、1971 (昭和46)年のニクソン・ショ ツク、 さらにl973
(昭和48) 年と1979 (昭和54) 年の2度の石油危機を経験し低成長時代に入つた。 そして1970年代
の清涼飲料市場は、日本のマクロ経済と歩調を合わせるかのように低成長期へと突入していった。
もちろん、 マイナス成長ではなく 「低」 成長であることから市場規模は毎年少しずっ拡大してい
たものの、 l960年代の勢いと比較すれば成長率の鈍化は明らかであった。
また図表3 から明らかなように、 清涼飲料の統計データの分類が時代の経過とともに次第に細











う。 すなわち、 統計分類の細分化や項目数の拡大には、 現実の清涼飲料市場の多様化が投射され
ていたと考えられる。
さて清涼飲料全体の動向に目を向けると、1970 (昭和45)年̃79 (昭和54) 年の10年間で、数量





'' 1960年代には、炭酸飲料、果実飲料、 乳性飲料、 その他の飲料という 4分類で清l康飲料全体がほぼ細羅され





厚乳性飲料とミルク コ ー ヒー・フルーツミルク他という品目区別が無くなり、単に乳性飲科と表示されるよ
うになった。その他の飲料は、l960年代は小laド リ ン ク 、 ミ ネ ラ ル ウ ォ ー ター、粉末飲料、トマトジュース
で構成されていたが、上に述べたようにトマトジュ ー スが除外された。 またl972 (昭和47) 年以降、缶入り
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果実飲料小計 443.000 483,000 530,000 620,000 713.000 90l,000 l.136.0lMl l.330.000 l.60l.000 l.700.000
換厚乳性飲料
ミルク'- t:-・フa,ーツミ1l,クlt ll5,000l80.000 l36.000l80.000 l50.000l80.000 l47,000190,000 120.000 90.000 85.000 78.000 76.000 70.000
a.性飲料小at 295,000 3l6.000 330,000 337.000 l20.000 90.000 85.000 78.ll00 76.000 70.000
トマト ・野薬ジュース
粉末飲料
小 用 ド リ ン ク
ミ ネ ラ ル ウ ォ ー タ ー
1i!入り コ ーl:ードリンク






























その他飲料小計 30.924 40.402 49.640 80.l15 l36.050 203600 292.000 388.400 532.800 656.700
満流欲料合針 2.776.924 3.l52.9l)2 3.579.6・l0 4.239.l15 3.9l)4.050 3.993600 ・;.307.500 ・l.970.・l00 5.6l7.600 5.788.700
(l970年比)











































図表3 l970年代における清涼飲料の生産量と成長率 (l97o-7 9 年 ) ( つづき)
(l00万円)
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果実飲料小計 59.845 69.573 79.685 ll2,364 170.847 2l2,783 27l.376 323.532 400,896 438.022
程厚a.性飲料
ミ~ク'-l:-・フa,ーツミルク1El 43.698l5.293 5l.660l 5.300 56.88017.000 55.742l7,935 57,000 49,500 46.700 42,900 41,800 38500
a性飲料小9t 58.99l 66.960 73.880 73.677 57.000 49,500 46.700 42,900 ‘l1,800 3S,500
トマト ・野菜ジュー ス 4004 4.9l2 8,675 2l,l5l 27.950 30,720 45.l70 53.ll「0 59,390 56,3l0
粉末飲料
j、場 ド り ン ク
ミ ネ ラ ル ウ ォ ー タ ー
1lli入りコーtードリンク












































その他飲料小計 l9.7a 20.797 22.448 30,984 49.400 64,775 90,870 118.680 l66,500 2l4,200
1置源飲料合計 373.897 428.8l9 490.728 600.047 7l3.7l8 806,558 889.404 l,036,892 1202,484 l.262,683
(1970年比)

























































(注4) ト マ ト ・野菜ジュ ー スの金額ベー スは出荷金額。





なかったが、 数量ペー ス=284% 、  金額ベース =632%の成長率を記録し、 炭酸飲料の成長率を上
回つた。 その他飲料に関しても、 絶対的な市場規模では炭酸飲料、 果実飲料に遙かに及ばなかっ
たが、数量ベース=2,024%、金額ベース =985% という高い成長率を記録した。 ま た ト マ ト ・野
菜ジュースも、金額ベースでl,306%の成長率を記録した。 なぉ乳性飲料は数量ベース =-76%、




年を境に コーラ飲料および果実着色炭酸飲料 (旧フレーバ一系炭酸飲料の内容とほぼ一致) の停滞が著し
く なっていることが窺える。 もちろん、 集計の分類法の変更 (すなわち細分化)による影響も考慮し
なくてはならないが、 やはり コーラ飲料と果実着色炭酸飲料の失速、 さらに具体的な製品名を挙
げればコ カ・コーラ、ぺプシコーラ、ファンタ、ミリンダの成長の鈍化こそが、1970年代の炭酸
飲料の停滞を招いた原因であった。
か よ う に コ カ ・コー ラ  グループやぺプシコー ラ  グループが突如苦境に立たされた理由として
は、 さしあたり以下のような出来事が確認できる。 まず、コ カ ・ コーラやファンタなど米国系炭
酸飲料の急伸の煽りを食つた中小生産業者の利害を代表する形で全国清涼飲料工業会、 全国清涼
飲料組合連合、全国清涼飲料協同組合連合が、1968 (昭和43) 年頃から、 とりわけ成長が著しかっ
た コ カ・コー ラ  グループに対して抗議の声を一斉に発し始めたのである。 いわゆる、過去に米国
コーラ飲料の原液輸入許可に際して展開された反対運動の再燃であった。 この2度日となる大々
的な反対運動は、仲介役として農林省を巻き込みながら泥沼化していった。最終的に 1972(昭和47)
年5月、日本コ カ ・コー ラ 社 と コ カ・コー ラ ポ ト ラ ー ズ が 1 億 円 ずっを負担して合計2億円を中
小清涼飲料製造業界の構造改善経費という名日で全国清涼飲料工業会に寄附したうえ、 各 ボ ト リ
ング会社が日本コ カ ・ コー ラ  ポトラーズ協会を通じて全国清涼飲料工業会に一括加盟し年会費
200万円を負担することで解決をみた l S。 コ カ・コー ラ  ナ シ ョ ナ ル セールス元社長・桑原通徳氏
いわく、 中小零細の生産業者のなかには、 この基金を利用して大手清涼飲料会社の委託生産をぉ
こなうパッカーという業態に転身していった企業も少なくなかったという。 そのうえ、 近時に至
りパッカーへの生産委託をフル活用した大手清涼飲料会社の低価格攻勢を受け、 コ カ・コー ラ  グ
ループの市場シェアが徐々に浸食されてきているわけだが、 実は大手が取引するパッカーのなか
には コ カ・コー ラ  グループが過去に行つた寄附金を利用して業態転換をぉこなった企業も含まれ
て い る こ と か ら 、  結果からみれば、 不本意ながら過去に行つた寄附行為が全く意図していない反




作用を引き起こしコ カ ・ コー ラ  ボトラーズを現在苦しめている、 と桑原氏は分析していた'6。
しかしこうした中小零細の清涼飲料業者による反対運動は、 確かに向い風にはなったが、 コー
ラ飲料や果実着色飲料を停滞させる決定的原因にはならなかった。 むしろ、 コーラ飲料、 と り わ
け牽引役であった コ カ・コーラのイメージを低下させた 「チクロ含有疑惑」、 コ カ・コーラ500 me
ファミリーサイズの「破組間題」、 さらにファンタやミリンダなど果実着色飲料に対して主婦連が
声を発した 「いんちきジュース疑惑」 などの影響の方が大きかったといえよう。 これらは何れも
大きな社会間題となり、 消費者による コーラ飲料や果実着色飲料離れを加速していった。 先にあ




( サ イ ク ラ ミ ン 酸 ナ ト リ ウ ム ) の使用禁止を発表した。 1956 (昭和31)年以降日本でも食品用甘味料とし
てチクロが使用されていたため、 その発表は人々に大きな衝撃を与えた。 日本の厚生省も、 1969
(昭和44)年l1月31日をも ってチクロの使用を禁止したが、 そのような折りに日本のマスコ ミ が
コ カ ・コーラにチクロが入つていると報じたため、コ カ ・コーラに対する消費者の不信感が一気
に広がった。 実はこれは誤報であり、 コ カ・コーラにチクロは使用されていなかった'7。 日本のマ




ことで信頼回復に成功した。 しかもサイダーなど透明炭酸飲料は、 コ カ ・コーラに代替する炭酸
飲料として需要が急增し、 生産設備はフル稼働状態になった '°。
さらにチクロ含有疑惑に追討ちをかける事件が発生した。コ カ ・ コーラホームサイズ500 me
(l964年l2月12日から日本市場に投入された大型容量パッケージ) の破理事故である。l971 (昭和46)年5
'o コ カ 'コーラ ナショナルセールス (株)元社長・桑原通徳氏へのヒアリング(l997年3月26日、 l999年7月22日)
よ りo
'' ただし、 コ カ・コーラ社製品の一部、例えば低カロリーを訴求したフレスカやタプの甘味料としてチクロが
一時的に使用されていたという。 さらにいえば、 コ カ・コーラよりも、むしろ国内の中小清涼飲料業者が製
造する安価な清涼飲料や粉末飲料の方がチクロ含有のリスクは高かったといわれている。
'8 コ カ ・コーラ社の製法秘密主義については、河野昭三・村山貴俊 「神話のマネジメント ー コカ ・コーラの経
営史」 まほろば雷房、l997年あるいはA1len,Frederick,SecretF:ormula ,・ HoωBriltiant Marketil tgand
RelentlessSalesmanshilp MadeCoca-Cola t11!eBest-Knoωn Productinthe World,NY:HarperPeren.
nial,1995,Greising,David,「 d l i ke the World 1lo Buy a Coke ・ The L ife and Lead:ersh ilp of Robert
Goizueta,NY:Wiley,l997,Hay. Constance L., The RealThing ・ T n‘al andPoωer a t t heC1oca-Cola
C1ompany,NY:Random House,2004,Kemp,Kathryn W., God's Capitali.st , AsaC:landle,of Coca-
Cola,Georgia:Mereer University Press,2002,Pendergrast. Mark, F:ora,d, Colmtry&Coca-Cota,
nle a破m'h'Pe afsfoりf //1e GMmlAmen'am W 〇n'n々and fhe Compm y  nla f M e  i t ( 2-ed.) , N Y :
Basic Book. 2000などを参照されたい。
'o キ リ ン ビール株式会社広報部社史編算室「キリンビールの歴史(新戦後a)」同社、1999年、98-99頁を参照。
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わが国酒流飲料ビジネスにおける事業特性の形成について
月頃から コ カ・コー ラ  ホームサイズが相次いで破裂し、 怪我人が出るという事件が起こった。 こ
の事故の影響から、 197l (昭和46)年には コ カ・コーラの販売量が激減した。 この間隙を縫うよう
に してぺプシ コーラは、 l971 (昭和46) 年には販売量を一時的に伸ばすことに成功したが、 ぺプシ




いた。 主婦連を中心とした消費者団体が、 清涼飲料の成分表示の厳格化を求めたのである。 こ う
した動きを受けて公正取引委員会は、l973 (昭和48)年3月20日、原材料に果汁・果肉が使われて
いない清涼飲料に対して「無果汁」、 「果汁を含まず」、 「果汁ゼロ」、 「果汁0% 」などの表示を義務
づけた。 ここに果汁・果肉を含む「果実飲料」 と果物の色が着色された 「果実着色飲料」 とが、制













例えば、l0̃50%果汁飲料の1979 (昭和54)年時点の占有率を確認すると、キリン = l9.2%、 サ ン
ト リ ー= l8.6%、プラッシー(武田食品工業)= l3.l%、H I-C ( コ カ・コー ラ ポ ト ラ ー ズ ) =6.8%、 バ ヤ
リース (朝日麦酒)=6.2%、リポン(サッポロビール) =5.5%、 サ ン ト リ 一 50=4.9% となってぉり、ビー
ル・洋酒や食品などの大手資本が上位を占めていた。 ちなみに、 l973 (昭和48) 年のファンタ無果
汁表示化に伴いコ カ・コー ラ  ポトラーズが投入した果汁飲料HI-Cは、1979 (昭和54) 年にはシェ
ア4位にかろうじて食い込んだが、それ以前は上位にまったく顔を出していなかった2°。炭酸飲料
の分野で比較的好調な動きをみせていたサイダーでもビール会社が上位を占めていたことから、
上でみた10 5̃0% 果汁飲料のシェア状況とあわせて、 1970年代はビール会社の清涼飲料事業に
2° ちなみにl fないし800me という大型容器 (紙パックや場) で販売される100% 果汁ジュースでは、 l979 (昭
和5・l )年時点で、 ポンジュ ー スが34.5% と圧倒的なシ ;:Lアを有し、 以下、 コープ=9.7%、アラハタ =6 2 %、






ヒードリンクの成長が日覚しく、 l97l (昭和46)年̃79(昭和54)年の9年間で数量ベース =7,483% 、
金額ベース =8,372%の成長を示した。 また小理1 ドリンクも、数量ベース =443%、金額ベース =
5 l5%となってぉり、缶コー ヒードリンクに比べれば見劣りするが、他の飲料と比較して高い成長
を記録していた。 ミネラルウォーターは、市場規模は小さかったが、数量ペース =1,034%、金額






に対時して厳しい展開を次第に強いられるようになった。 しかしながら コ カ・コー ラ  グループで
は、 数量ベースの拡大がもたつく 一方で、 小売価格の値上げを実施することで金額ベースではあ
る程度の成長率を維持していたと考えられる。またl970年代半ばから急速に拡大してきた缶コー





叩きが激しくなった。 こうした流れを受けてl985 (昭和60)年9月の先進5ヵ国蔵相会議(G5 )に
おいてドル高是正に向けて協調介入が合意され(いわゆるプラザ合意)、 これ以降、対米ドルで円が急
購していった。1985 (昭和60) 年春̃夏に 1 ド ル=240̃ 250円であった為替レートは、1988 (昭和
63)年にはl20̃ l30円という水準になった。 こうした強い円を背景にして、 日本企業の対外直接
投資が活発化し、 また日本国内では円高を利用した輸入ビジネ スの妙味が增していった。 円高の











図表4 l980年代における清涼飲料の牛産;国:と成長率 ( 開o-89年)
(ke)


















































































































































































果実飲科小計 l,599.000 l630,000 l.656,000 1,653,000 l,729,000 l,799,200 l.839.000 2.046.000 2,l50,000 2,379.500
la厚乳性飲料 55,000 50.000 53.000 55,000 58000 59.000 5S000 53000 S0000 4「000
a性欲料小計 55.000 50,000 53000 55.000 58.000 59.000 55000 53000 50000 47000
トマト・照ミックスジ:ース
粉末飲料
小a ド リ ン ク
ミ ネ ラ ル ウ ォ ー タ ー
ai入り・一 t:ードリンク
ス ポ ー ツ ド リ ン ク
ウ一o ン 茶 ド リ ン ク

















































新分野欲料小計 803.320 947.030 l.076.l80 1,252,450 l.742.043 2,043.300 2,307.0l3 2.582.305 3.045.l29 3,705,442
酒流飲料合計 5.3l2.320 5.295.030 5,426.l80 5,742,450 6,423,043 6,845.500 6,877,0l3 7.452.305 7.865,l29 8.846.942
(l980年比)
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果実飲料小計 4l6.948 443,5l2 ‘l64.342 462.5l0 483060 498.486 500.854 547,45l 586,377 663.260
1a厚a‘性飲料 30,300 30.000 3 l.800 33,000 34.800 37.000 34.800 33.600 31.700 29.800
乳性lll l料小at 30.300 30.000 3l.800 33.000 34.800 37.000 34.800 33.600 3 l.700 29.800
トマト・限ミ71スジ -ース ・l9.520 36.560 26.:;90 29.7l0 35,366 39.800 39.3・l5 ・l2.647 36.・l70 36.225
粉末成料
小 場 ド リ ン ク
ミ ネ ラ ル ウ ォ 一 夕 一
缶入りコーtードリンク
スポーツドリンク
ウ ー ロ ン 茶 ド リ ン ク






































































新分野破料小at 262.720 3l6.720 375.670 452.300 569.505 666.000 750.950 863.670 1.022.l50 l.l47.075
満流欲料合計 l.386.539 l,・l24.022 l.506.375 l.630.265 l,809.3‘2 l.940.635 l.961.954 2.l37.5l4 2.297.588 2.529,955
(l980年比)













































i商源飲料合計 l00% 3 % 9 % l 8 % 30% 40% 12% 54% 66% 82%









(注4) 粉末飲料、トマト・野菜ミックスジュ ー スは、トン表示のため数量ベー スの数値を記1職していない。ス
ポーツドリンクは、粉末がトン、波状がke となっているので数量ベー スの数値を掲載していない。




(出所) 日刊経済通信社調査部 「酒類食品産業の生産・販売シェア」 各年度版に基づき著者作成。
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表5 に み ら れ る よ う に、 炭酸・果実・乳性の各飲料を小計した旧タイプ飲料の数字と総合計の数
字 と が、 1980年代半ば頃を境に急速に乖離してきたことがあげられる。 すなわち、 炭酸・果実・
乳性飲料という従来型の清涼飲料の成長が停止し、 それに代わって新分野飲料が台頭し清涼飲料
市場を牽引する新しい力になっていったのである。
次いで中分類からみた動きであるが、 図 表 4 に み ら れ る よ う に、 炭酸飲料は1985 (昭和60) 年を
境に数量・金額ベース共に下降傾向を示し始め、 逆に果実飲料は同年を境に上昇傾向を示してい
たがそれも微增にとどまった。 また炭酸飲料は、 l984 (昭和59)年には金額ベースで果実飲料に追
い抜かれた。乳性飲料は、l970年代と同じく低い水準で生産量が固定されていた。 また金額べ一
スのみの数字であるが、 ト マ ト ・野菜ミックスジュースは、生産規模の小ささもさることながら





1980年代の特筆すべき事柄は、 やはり新分野飲料の台頭である。 ちなみに新分野飲料は、 l970
年代までは 「その他飲料」 という項日名で整理されていたが、 增殖著しい新たな飲料群を一括す
a 炭酸飲料(とりわl'コーラ政料、 フレーパ一廣酸飲料) をめぐる企業間競争の態様の詳細については、 村山貴俊「現




るために1980年代には 「新分野飲料」 の名称が使われ始めた。 新分野飲料の成長率は、 1980 (昭

















い って良いであろう。 そのほか注目すぺき動向は、 1980年代半ばからの缶入りティー(紅茶)ドリ
ンクとウーロン茶ドリンク、すなわち広義の茶系ドリンクの台頭であろう。缶 入 り テ ィ ー ド リ ン
ク(1987年からは缶だけでなく全ての容器の総量となり、紅茶ドリンクとなる)の市場規模は依然として小さ
かったが、 l980 (昭和55)̃89 (平成元) 年のl0年間で数量ベース =2,877% 、  金額ペース =2,043%
の成長率を記録していた。 またウーロン茶ドリンクでは、集計開始時点での市場規模が非常に小
さ かったことから、 1981 (昭和56)̃89 (平成元) 年の9年間の成長は、数量ベース =1l7,172% 、  金
額ベース= l04,536% と なった。対してスポーツドリンクは(ただし金額ベー スのみ)、1980年半ば頃

















り、日本経済の1990年代は、 まさに 「失われた10年」 (thelostdecade) と 表 現 さ れ る よ う に なっ
た。
かように脆弱なマクロ経済状況下、1990年代の清涼飲料全体の成長率は、図表6 にみられるよ
うに数量ベース =50%、金額ベース =33% となり、1970・80年代の低成長傾向がいっそう進んだ。
さらに特筆すべきは、1990年代までは金額ベースの成長が数量ペースの成長を常に上回つていた
にもかかわらず、 ここにきて両指標の成長率に逆転がみられたということであろう。 言い換えれ




激化から21PET 製品の台頭や安値輸入品に対抗しての安い小型缶(135me、160me、200 m,e)、 さ ら








られていた。 か よ う に して実質的値下げという行動をメーカ一側がとらざるを得なかった理由と
しては、 もちろん不況の長期化による消費減退という難渋なマクロ経済があった が、 同時に清涼
飲料会社間での競争激化を無視するわけにはいかないであろう。 かくして各メーカーは、 様々な




引き競争が、大型PET はもとより350m1e 缶・500 m,e 小型PETの製品にも及んでいることは周




図表6 l990年代における清源飲料の生産量と成長率 (l99o-2ooo 年)
(he)







































































































































































































































a性般料小計 82.0ll0 3l3.l100 517.000 383.0lM 3li5.000 323,0lll 375.000 5l)2.000 162.l)0l 446.000 530000
トマトジ・ース・トマト&服ジ:ース 2ll4.000 l87.lml 254lm 3 l0.000 3i0.000
粉末般料
栄 装 ド リ ン ク
ミ ネ ラ ル ウ ,t ーター
コーt:ードリンク
ス:l11一 ツ ド リ ン ク
ウー 9 ン 茶 ド リ ン ク
a茶 ド リ ン ク






















































































2 2 l 0.000
4el).000
新分野般料小計 5.299.0l8 5.S29.l1l86 6.l3l.993 6.33,..ll0 ‘.31・t22l ‘.8‘.4l: S.459.02l 9063.96S 9.293.‘26 9.8l;1l.082 l 0.3l2.l:;i
il 開ll1料合計 l 0.822.018 ! !.430.086 l l.702.993 l l.1520.430 !2.896.62l l 3.048.8l: l3.‘7l.02l l1.572.96t; l4.9l8.726 l5.696.082 l6:2a.l34
(!990年比)

















































図表6 1990年代における清涼飲料の生産量と成長率(l99o--ooo 年 ) ( つ づ き )
100万円)
品目、、年 1990年 1991年 1992年 l993年 1994年 1995年 1996年 1997年 l998年 l999年 2000年
コ ーラ炭酸飲料
通明炭破飲料
果 汁 入 り ( 5 % 以 上 ) 飲 料


































































































































































































































乱性飲料小計 43.800 87.400 l32.440 10l.800 98.840 90.000 87.l97 90.022 89.370 83.l36 l08,328
トマトシ' ュ ー ス・ ト・ト&限シ' : ー ス 38,964 42.l65 43.470 ・;0,907 45.l90 42.620 72.7 l l 66.385 l08.407 l32.428 l36.646
粉末飲料
栄 整 ド リ ン ク
ミ ネ ラ ル ウ ォ ー タ ー
コ ー ヒ ー ド リ ン ク
ス ポ ー ツ ド リ ン ク
'フー ロ ン 茶 ド リ ン ク
紅素iドリンク
日 本 茶 ド リ ン ク


































































































新分野飲料小計 l.2l7,700 l.305,500 1.407.200 l.461,450 1,654.857 1.749.865 l ,889.328 1.987.275 2.079.09l 2.l94.508 2,262.l l 1
満演飲料合計 2.707.464 2.829.351 2.965.170 2.87l,202 3.068.900 3,036.247 3.169.456 3.230.988 3.373.139 3.542.990 3,603.341
(l990年比)


























































2 5 l %
86%
消涼飲料合 l 0 % 5 % 10% 6 % l 3 % l 2 % 17% 19% 25% 31% 33%
(注1) l990̃93年の数値は平成7年度版、 l994̃96年の数値は平成11年度版、 1997̃2000年の数値は平成13
年度版にそれぞれ依拠した。ただし、同じ年に関して各年度版で異なる数値が計上されている場合には、新
しぃ版に掲破されている数値を採用した。
(注2)  日 本 茶 ド リ ン ク は 、 緑 茶 ・ 麦 茶 ・ 混合茶を合計した数値を記した。
(注3)  集計方法の変更により、1996年以降のトマトジュ ー ス・トマト&野菜ジュ ー スは、 ト マ ト ジ ュ ー スと野菜
飲料を合計した数値を記す。 なぉ集計方法の変更とは、 日刊経済通信社調べの数値から、 全国清涼飲料工
業会調べの数値への変更を意味する。






-6% 、  金額ベース =- l 0% とマイナス成長、 果実飲料でも数量ベー ス =-8 %、 金額ベー ス =
-35% とマイナス成長になっていた。乳性飲料は数量ベース =546%、金額ベー ス = l47% と高い
伸びを示していたが、 前節でも述ぺたようにその高い成長率の原因のlつは集計方法の変更に
あったことから、 その数値は割り引いて捉えられるぺきであろう。 また乳性飲料は、 数量ベー ス
の成長に対して金額ペー スの成長が極端に低くなっていたが、 この点についても集計方法の変更
が何らかの影響を及ぼしていたと考えられる。 トマトジュー ス ・ ト マ ト &野菜ジュースは、数量
ベースはl996 (平成8)年以降の5年間で67%の成長率、 さらに金額ベースはl1年間で251% の
成長率を記録していた。しかし相対的に高い伸びを示した乳性飲料やトマトジュー ス・ト マ ト &野
菜ジュースも、 市場規模は依然小さなままで、 清涼飲料市場全体を牽引する力にはなり得なかっ







ても、 金額ベー スの伸びが数量ベー スの伸びを下回つてぉり価格低下が進行していたことが窺え
るo
さらに新分野飲料の品日別動向に日を向けると、l980年代とはいささか異なる様相が確認でき
た。 l980年代の新分野飲料の牽引力となっていた コー ヒ ー ド リ ン ク ( 旧 缶コーヒ ー ド リ ン ク ) は 、 市
場規模は依然大きいものの、 成長率は低下してきてぉり飽和の兆しがみえはじめていた。 しかし
他の飲料とは異なり コー ヒ ードリンクでは、金額ベースの成長率 (40%)が数量ペー スのそれを
( l 0 %)を上回つてぉり、すなわち生産者からすれば値引き競争の圧力に晒されていない数少ない有
望な製品カテゴリーであったことには相違ない。 これは缶コー ヒ ーの主たる販路が、 値引き競争
が起こりにくい自販機に依存していた、 という事情が大いに関係していると考えられる。
そしてコー ヒ ードリンクに代わって成長著しく台頭してきたのが日本茶ドリンクであった。 こ
こでは、緑茶・混合茶・ 麦茶という3種の数字を合計したうえで日本茶ドリンクとして集計して
いるが、 ll年間で数量ベース = l,266%、 金額ベース =1,028%の成長を記録していた。 と り わ け
1990年代中盤からの混合茶ドリンクの成長、l990年代後半からの緑茶ドリンクの成長が日覚まし




まlつの注日すべき動向としては、 l993 (平成5) 年頃からのスポーツドリンクの再浮上を挙げる
こ と が で き る。l980年代後半に一度は衰退の兆しをみせたスポーツドリンクであったが、何故こ
こにきて再成長がみられたのであろうか。実は、スポーツドリンクという従来の飲料分類から、機
能性飲料やニア ・ ウォーターという新しい飲料が派生してきていたのである。 かくして新分野飲
料 と い う カ テ ゴ リ 一内部でも、 日本茶ドリンク(混合茶や緑茶)、機能性飲料、ニア・ウォーター な
ど幾つかの新飲料の台頭がみられ、 清涼飲料市場はますます多様化の様相を呈していったのであ
るo
以上の分析から、 わが国清涼飲料ビジネ スでは、 各時代のコア・プロダクトに関して果実飲料




これまでの分析で、 現代わが国清涼飲料ビジネ スでは清涼飲料の多様化が進んでいる こ とが確
認されたわけだが、他国の状況は一体どうなっているのだろうか。 果たしてそれら多様化は、 日
本に特有な現象といえるのであろうか。
まずは、B,et,er1age Industry という米国の飲料業界誌に依拠して、 ア メ リ カのビバレッジ市場の
状況をみてぉきたい。 ここで清涼飲料ではなく、敢えてビバレッジと記したのは、 アメリカでの
beverage”とは水道水以外の有価飲料を指し、清涼飲料、牛乳、紅茶、コーヒーはもちろん、ビー
ル、蒸留酒(ウィスキー、 プ ラ ン デ ィ ー、ジン、ラム等)、ワインなどのアル コール飲料を含んだ幅広い
飲料を指す言葉だからである。 まずは、 このビバレッジという広義の飲料市場におけるソフトド
リンク( s o f t  drink)、すなわち清涼飲料の位置づけをみる。
図表7は、小売段階の売上高に基づいて、 ビバレツジ市場全体のなかでの各飲料分野の占有率








と こ ろ で 、 ア メ リ カ 英 語 で い う と こ ろ の “softdrink”とは、 一体どのような飲料を指している
のであろうか。L〇NGMAN ADVANCED AMERICAN DIC'「I〇NARY に よ る と “a cold
drink that dosenot contain alcoholespecially one that is sweet and has BUBBLES”と表現
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図表7 ビバレッジの市場占有率 (1991 -95年)
(小売価格ベース)
ビパレッジ l991年 1992年 l993年 l994年 l995年






コ ー ヒ ー





















































(出所) Bleoemge 1,ldus',y. March l997, p.52より転載。 ただし、 原資料は
Adams/Jobson調べ。
図表8 l年間でl人の平均的なアメリカ人の胃袋におさまった飲物の量 ( l99l -95年)
( ガ o ン)
ビパレツジ l99l年 l992年 l993年 l994年 1995年
ソ フ ト ド リ ン ク
ミ ル ク
ビール
























































( 注 l )  1ガロンi=i3.7853 eである。
(出所) Blet;lm g e 1,;dt‘stry. March l997, p.52より転成。ただし、原資料は
Adams/Jobson調べ。
されている。 すなわち、 ソ フ ト ド リ ン ク と は 、  ビバレッジのなかでもアル コールを含まない飲料、
すなわち日本でいうところの清涼飲料に相当し、特に甘味 (swee t )があり気泡(BUBBLES)を含
有すると記されていることから、 すなわち炭酸飲料(carbonated beverage) を意味することになる
だ ろ う。確かにアメリカではソフトドリンクが炭酸飲料を限定的に指す傾向が強いと考えられる
わけだが、それは、その他の清涼飲料、例えば日本市場でいうところの缶コー ヒ ー ド リ ン ク 、 ス
ポーツドリンク、ティードリンクなどの存在が依然として小さいゆえに、アメリカでは清涼飲料≒
炭酸飲料という構図が成り立つているという現実が反映された結果といえるのではないだろう













■ パ流 解 イー'










時点から過去に 52週間遡つた累計売上高の比率を示している。 こ こ で も 、  炭酸飲料(carbonated
beverages)が約129億ドル(36%、約1兆5,480億円) の売上高を記録し第1位になっていた。 第 2 位
の ミ ル ク は 約 9 2 億 ド ル ( 2 7 %、約1兆l,040値円) と比較的大きな売上高を記録していたが、 第 3 位
のジュ ー ス、 すなわち日本でいうところの果実飲料は約51億ドル(15%、 6,12o 億円)と炭酸飲料の
半分にも満たない規模であった。 日本では、 1980年代後半以降は果実飲料と炭酸飲料の生産量が
ほぼ互角であり、 このことからもアメリカ飲料市場における炭酸飲料の強さが窺い知れる。 さ ら
に 日 本 の 茶 系 ド リ ン ク に比較的近いカテゴリ ーで あ る “ready-to-drink t e a ”という容器入り
ティ ー (しばしばRTDtea と略記される) 23 は約4億ドルとなってぉり、炭酸飲料の30分の1にも満
たない市場規模であった。
さらにミクロの個別企業の観点から、 日・米両国の清涼飲料市場を対比的に観察していきたい。
例えば図表10では、 コ カ・コー ラ社がアメリカ市場で手掛ける各製品の年間消費量が示されてい
る。 それら製品群から非炭酸飲料を拾い上げてみると、 ミ ニ ツ ツ メ イ ド と ミ ニ ツ ツ メ イ ド ・ ダイ
エ 、ソ: ト (M i n u t e  Maid&Diet )およびその他飲料 (others) のなかの一部がこれに相当し、 それ以外
は全て炭酸飲料ということになる。 ここではその他の飲料の全てが非炭酸飲料であると仮定した
う え 、 そ れ に ミ ニ ツ ツ メ イ ド と ミ ニ ツ ツ メ イ ド・ダイ ェ ットを加えて非炭酸飲料の合計を出し、非
炭酸飲料が全飲料に占める割合を計算してみると、1988(昭和63)年 =2.6%、1990 (平成2)年 =2.7%、
1993 ( 平 成 5 ) 年 =2.6% と な っ て ぉ り 、 ア メ リ カ で 消 費 さ れ た コ カ ・コー ラ社製品の97% 以上が
23  店頭で販売されている容器詰めされた紅茶ド リ ン ク を 指 し 、  例えばカナダでは “Nestea Lemon Iced Tea''
や “Lipton Brisk Iced Tea”などPET入りの冷たい紅茶が売られている。 ready-to-drink tea と い う 表




図表l0 コ カ ・ コーラ社の製品別の消費動向 (アメりカ市場:l988-93年)
(100万ヶース)
l988年 1989年 1990年 199l年 1992年 l993年
ク ラ シ ッ ク
ダイ ェ ッ ト コ ー ク
ス プ ラ イ ト
カフェイン抜きダイ ェ ッ ト コーク
ミニ ツ ツ メ イ ド & ダ イ ェ ッ ト
ダイ ェ ッ ト ス プ ラ イ ト
メ ロ ー イ ェロー
ミ ス タ ー ピプ
カフェイン抜き コー ク ク ラ シ ッ ク
ファンタ
チ ェ リ ー コ ー ク
フレス力
コーク II







































































































合 計 2,997.0 3,071.5 3,l94.5 3,269.l 3,298.3 3,400.6
(出所) B,etlel・ageIndustrySupplement,March 1995,p.5 に基づき筆者作成。
炭酸飲料となっていることが分かる。 しかも、その他の飲料のなかにも炭酸飲料が含まれていた
場合、 炭酸飲料の比率は一段と高くなる。 コ カ ・ コーラ社という個別企業の売上データからみて
も、 やはりアメリカでは依然として炭酸飲料がコ ア ・ プロダクトの地位を占めていたことが確認
で き る。対する日本のコ カ・コー ラ ポ ト リ ン グ ( み ち の く コ カ・コーラの例) では2'、図表11にみら




ラ社の自販機の製品構成をみると、 炭酸飲料としてコ カ・コー ラ 、  バニラ・コー ク (Vannla Coke)、
チェリ ー・コー ク (CherryCoke)、ダイ ェ ッ ト ・コーク、カフェインフリ ー・ダイ ェ ッ ト ・コーク、
ス プ ラ イ ト 、 メ ロ ー イ ェロ ー 、 カ ナ ダ ド ラ イ 、 プ ラ ッ ク・ルートビアー(BraqRootBeer)、果汁飲
' コ カ・コー ラ  ポトラーズの場合、 上場ポトラーを除いて、 製品別の売上高や製品別の生産量を開示してい
ないことが多い。また、上場ポトラーも、上場以前に関しては、それらの数字を一切開示していないことが
多い。すなわち、コ カ・コーラ社特有の秘密主義が買徹されているといえよう。ただし、みちのく コ カ・コー
ラ ポ ト リ ン グ については、 その数字が長期(l966̃ 開6年)にわたり社史のなかで開示されていた。 みちのく
コ カ ・コーラ社史委員会 「みちのくコ カ ・コーラ35年史」 同社、l997年、ll6買を参照。
2S カナダ・サスカチュワン州サスカトゥーンでの筆者の実地調査 (2002年9月 2̃003年8月)に依拠。
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(出所) みちのくコカ ・コー ラ  ポトリング社史委員会 「みちのく コ カ ・コー ラ  35年史」 に基づき筆者
作成。 .
料としてミニ ツ ツ メ イ  ド、 フルートピア (Fruitopia)、 ファイプ・アライプ (Five Alive)、 ミ ネ ラ ル
ウォーターとしてダサーニ (Dasani)、 紅茶飲料としてネ スティー(Nestea)などが販売されていた。
また、ぺプシ コ社の自販機の製品構成をみると、炭酸飲料のぺプシ コーラ、 ダイ ェ ッ ト・ぺプシ、
ぺプシ・レモン、 ぺプシ・プルー、 ぺプシ・マ ツ クス、 7up、 マウンテンデュー、 シュ ウ ェ ツ プス'
ジンジャーエール、 ミ ネ ラ ル ウ ォ ー タ ーのアクアフィーナ(Aquafine)などが販売されてぉり、 や
はり炭酸飲料が製品構成の中心をなしていた。
次いでョーロ ツパなどの状況についても概観していきたい。 ただし、 ここではアメリカの分析
で用いたようなデータを入手できないことから、 ヨーロ ツパを中心として各国のコ カ・コー ラ  ボ
トラーが手掛ける製品プランドの種類を調査することで、 その製品構成の有り様を間接的に窺い
知ることにしたい。 ここで用いる資料は、Irvin, Linda (ed.), A (:;ale Trade Names Directory
Internationa,ll Compames and T hei r Bmnds (4thedition .・ 1995-9 6)2 6 であり、それはl995 (平
n Irvin,Linda (ed.), A Gate Tmde MamesDifecto,y1:,tternationalCompanies and Their Brands (4th
edil,'on .1995-96).Detroit:Gale Research Inc.. 1995を参照。
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成7) ̃96 (平成8) 年の期間に関して、 世界l25ヵ国の調査対象企業28,000社が取り扱う製品プラ
ンドを調査し列挙したものである。調査対象企業にはョーロツパを中心とした幾つかのコ カ・コー
ラボトラーが含まれてぉり、図表12 には、それらボトラーが取り扱う製品プランドが列挙され
ている。 ただし諸外国のコ カ・コー ラ  ボ ト ラ ーのなかには、 複数の飲料会社の製品あるいは飲料
以外の製品を取り扱つている可能性があることから、図表12 に記されたプランドの全てがコ カ・
コーラ社の飲料ブランドであるのか否かが正確に判別できないのも事実である。 例えば、 オー ス
トラリアのボトラーが扱つている“Perrier”という微炭酸ミネラルウォーターは、 日本ではネス
レ日本㈱が輸入元となっており、 ヨ一口 ツ パ で も ネ スレ所有の製品プランドであると考えられる
図表12 各国のコカ ・コーラ ポトラーが取り扱う製品プランド (l995-96年)
ポ ト ラ ー
製品プランド
Coca-Cola Africa Ltd. (ケーア) Coca-Cola,Fanta,Krest,Sprite
Coca-Cola Ag. (スイス) Coca-Cola,Fanta,Sprite
Club (tleveragemix),F:anta,Lift,Quatro (fruit juice)Coca-Cola&SchweppesBeverage
( イ ギ リ ス )
Coca-Cola Bottler (Brisbane) Ltd.
( オ ー ス ト ラ リ ア )
Coca-Cola Bottler (Irland) Ltd.
(イギ l l ス )
Coca-Cola Bottlers
(Scotland&Northern) ( イ ギ リ ス )
Coca-ColaBottler (Ulster) Ltd.
( イ ギ リ ス )
Caffeine-freeCoca-Cola,Coca-Cola,Diet Coke,Fanta,Fres-
ca,Cold Spring,Halls,Hi-C (fruit juice).Kirks,KirksColonial
Mixers,Leed,Mello Yello,Perrier,Sprite,Tab,Taurina Spa
(MineralWater)




7-up,Ballygowan (t1everage),Coca-Cola. Diet Coke,Fanta,
Five-Alive,Fresca,Hi-C (fruit juice) ,Kia-0ra (beverage),Kinley,
Lift,Minute Maid (fruit juice),Squeeze,Tab,TopDeck
Mr. PibbCoca-Cola Bottling (カナグ)





Coca-Cola Export Corp. ( ア フ リ カ ) Big D (beverage),Coca-Cola,Diet Sprite,Fresca,Krest,Tab
Coca-Cola Export Corp. ( イ ギ リ ス ) Cherry Coke,Coca-Cola. Fanta. Hi-C ( fruit juice),Sprite, Tab
Coca-Cola GmbH ( ド イ ツ ) Coca-Cola,Fanta,Mezzo-Mix,Sport Aquarius(sport drink),
Sprite






プランド名の横の( )内は、飲料の種類を指す。 ( )が付されていない飲料は、 全てsoft drinkとな
る。
アフリカとイギリスのCoca-Cola ExportCorp. は、コカ ・コーラ社の直営子会社として同地域のポト
ラーの管理運営をぉこなう会社を指していると推察できる。
原本にはli 1lt と あ る が 、 お そ ら く l if tの間違いだと思われるので修正した。
Irvin,Linda (ed.) , A(iale bade N a mes DirectoryinternationalCompaniesand Their Bmnds (4th
editio,,.・ 1995-9 6),Detroit:Gale Research Inc.,l995. p.20lに基づき筆者作成。
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わけだが、 オース ト ラ リ ア で は コ カ・コーラのボトラーが取り扱つていた。 ただし 1999'Annua1
Reportof TheCoca-Cota Company に依拠して、コカ ・コーラ社が世界の各地域で展開する製
品プランドの内容を確認してみると、図表12 に列挙されている製品、例えば日本では余り馴染み
のない“Krest”、“Mezzo-Mix”、“Five Alive”などがコ カ・コーラ社所有のプランドになってい
ることが分かる。 そして各ブランドの右側の括弧内にフルーツジュース、 ビバレッジ、 ビバレッ
ジ ・ ミ ッ ク ス 、 ミネラルウォーター、 ス ポーツドリンクと注記されている飲料以外は全てがソフ
トドリンク分類に相当するものと考えられる。しかし次に問題となるのが、ヨーロ ツ バなどの国々
を含んだ場合に、 このソフトドリンクが、アメリカのように炭酸飲料を限定的に指しているのか
否 か と い う こ と で あ る。 この点を明らかにすることはいささか困難であるが、本来ならフルーツ
ジュースとなるべき Five Alive (Passionate Peach)がソフトドリンクに分類されている事実から
判断すれば、図表12のソフトドリンクという分類が炭酸飲料を限定的に指すとは考え難い。ただ
し、 ここで比較的多く の製品プランドが列挙されているイギリス・ オランダなどの欧州各国そし
てオース ト ラ リ ア の ボ ト ラ ーの取り扱いプランドに目を向けると、コ カ・コーラ、スプライト、ファ
ンタ、 タブ、 フレスカ、 チェリ ー・コークなどの炭酸飲料とそれら炭酸飲料のカフェイン抜き版・




さ ら に Alan Felstead著CorporateParadolx ; P oωer and Contro1 t'n theBusinessFranchise
という書物のなかで分析されていたドイツのコ カ・コーラ ビジネ スにおいても炭酸飲料への集中
化傾向が確認できた27。図表13では、 ドイツでのコ カ ・コーラ社の新製品導入の歴史が示されて
いるが、初期には日本と同じく “Coca-Cola” や “Fanta” が投入され、次いで“Cappy”、“Sprite”、
“Mezzo Mix”、“Lift”などが投入され、その後“Cokelight”、“Cherry Coke”、“Caffein-free
Coke”などコ カ・コーラの派生飲料が投入されていった。 さらに、“BONAQA”、 日本でも販売さ
れるスポーツ飲料“Aquarius”などの新プランドが投入された後、“Caffein-free Coke light” や
Spritelight”などやはり炭酸飲料の派生飲料が投入されていった。そこでは確かに製品多様化と
いう流れがみられるわけだが、 例えば消費者の健康指向の高まり への対応についても、 (Aquarius
などスポーツドリンクの投入もみられたが) 基本的にはアメリカ市場と同じく炭酸飲料のコ カ・コー ラ、
ス プ ラ イ ト の 低 カ ロ リ 一版やカフェイン抜き版の投入が主であった。以上でみてきたように、 ア
メ リ カ やョーロ ツパでは依然として炭酸飲料が清涼飲料市場の主役の座を占めており、 より具体
的に述べればコーラ飲料、 フレーバ一炭酸飲料、 透明炭酸飲料およびそのダイ ェ ット版やカフェ
イン抜き版を中心とした製品構成であったと理解して良いだろう。



















19S0 1955 19601965 1970 19751980 1985 19S01995
Key
MW =glass returnable




PEM s p●t-mix containers
POM = post-mix containefs
So“一,:Afehives.Coca-ColaOmbH.Essen
(出所) Felstead,Alan, Co,ponateRafadox ・ Potoer and ControlintheBusiness F r mchise,Lon -
don:Routledge,l993,p.165より転載。
上でみてきたよ う に北米や欧州などでは炭酸飲料中心の製品構成となっていたわけだが、 先に
挙げた業界誌Bet,efqge .Indusrty 1997 (平成9)年3月号では、 「新時代飲料の時代」 (The ageof new
age beverage)という特集記事が掲載され、アメリカ清涼飲料市場において新時代飲料 (new age
beverage)という新しい飲料群が登場してきているとも分析されていた 28。同誌によれば、「1980年





(healthy and refreshing position)が強調される」29 と分析されていた。 さらに新時代飲料は、炭酸飲
料や果実飲料などの旧タイプ飲料とは異なり、 甘すぎず、 より洗練された味で、 大人の消費者を
タ ー ゲ ッ ト に しているという特徴があるという。
PackagedFacts 社によれば、具体的には以下に挙げるような飲料がアメリカ市場で新分野飲








and naturalsodas) は、 精製・濾過処理された炭酸水に果糖・フレーバーを混合した飲料である。 こ
うした飲料は缶よりも:理,詰めされているのが一般的であり、スーパーマーケットよりもむしろグ
ルメな料理店や健康食品店で販売され、普通のソーダ水よりも高い値段で売られている。「フレー
バ ー・エ ツセンス水」 (flavor-essencedwaters) は、 透明な水にフルーツやその他天然成分のフレー
バーを混合した飲み物で、 水には発泡水や鉱泉水が使われる。 「発泡果実飲料」 (juice sparklers)は、
炭酸水と天然果汁の混合飲料で、保存料・カフェイン・砂糖を含有しない飲料を指す。「甘味フレー
バ一水」 (sweetenedflavored waters)は、 フルーツの風味、 それに果糖、 コーンシロ ツ プあるいは低
カ ロ リ ーの砂糖代替品などの甘味料を加えた水である。なぉこの「甘味フレーバ一水」 と前述の
「グルメ向け天然ソーダ水」 との差異は、製品特性よりも、むしろマーケティング・ポジションの
違いから説明されるという。 すなわち、前者 「甘味フレーバ一水」 が ミ ネ ラ ル ウ ォ ー タ ーへの対



















3o B:et,emge industry,Marchl997,p.50。 ただし 〔 〕 内は筆者加筆。
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図表l4 新時代飲料の小売段階の売上高 (199l年、 l995年実aと 2ooo 年予利)
( l00万ドル)

















合 計 1,l45.7 2,052.8 2.516.7
(出所) Bet,emge lndustry,Marchl997,p.5lより転l險。 ただし、 原資料
はPackagedFact社調べ。
繰り返し述べることになるが、 こうした状況をみると、 コ ア ・ プロダクトが旧タイプ飲料から
新分野飲料へと移行し多極的競争が展開される日本と、 依然として伝統的炭酸飲料がコ ア ・ プロ
ダ ク ト と なっているアメリカやョーロ ツ バとでは、 清涼飲料ビジネ スの市場構造や製品構成の有
り様について質的差異が認められた。 すなわち製品多様化が進展し、 それに伴い多極的競争が展





① 1960 (昭和35) ̃69 (昭和44)年には清涼飲料市場全体の生産量が、数量ベース=349%、金
額ベース =6l8%の伸びを示した。 とりわけ、 1965 (昭和40)年以降の上昇が頭著であった。
こうした清涼飲料市場全体の伸長の原動力となったのが炭酸飲料であり、 1960 (昭和35)年





123% にまで後退した。 炭酸飲料の伸びを支えていた コーラ飲料と果実着色炭酸飲料(旧フ
レーバ一1炭酸飲料)の成長が、 失速したのである。 ただし数量ベースの失速に対して、 コ カ・













場規模に達していたために、 l980年代の缶 コー ヒ ードリンクの成長率は、 数量ベース =
309%、金額ベース=293% に と ど ま った が、 その絶対量の大きさ、 さらにある程度成熟し
た市場からもう一段階の成長軌道を描いた力強さをみれば、 やはり1980年代のコ ア・プロ
ダクトと呼んで良いだろう。 l980年代中盤からは、缶入りティ ー ド リ ン ク ( 数 量 ベ ー ス =






くなっていた。炭酸飲料では数量ベー ス =-6%、金額ベー ス =-10%、果実飲料では数量
ベース=-8%、金額ベース =-35% となり、いずれもマイナス成長となった。また清涼飲
料市場全体では、数量ペース=50%、金額ベース=33%の成長となっていた。 ここで特筆








様相が確認できた。すなわち1980年代の新分野飲料の牽引力となっていた コー ヒ ー ド リ ン
ク ( 旧・缶コー ヒードリンク)は、市場規模は依然大かったものの、その伸びに限界がみえ始
めた。それに代わって台頭してきたのが日本茶ドリンクである。 また注目すぺきは、1993
(平成5)年頃を境にしたスポーツドリンクの再浮上である。 ス ポ ー ツ ド リ ン ク と い う カ テ ゴ
リ 一内において、 機能性飲料やニア・ウォーターという新製品の派生がみられたのである。










展が一層鮮明になったといえよう。 すなわち新しい コ ンセプトに基づいた新製品の開発と
いう手段によって健康指向に代表される消費者ニーズの変化に対応していった日本の清涼
飲料会社のビジネ ス行動を分析することが、 わが国清涼飲料ビジネ スの特質を理解するう
えで肝要になるといえよう。
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